
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰支援事業費（民間保育所等
分）

①エネルギーや生鮮食品などの物価高騰の影響により、民間保育
所等の給食材料費の高騰が見込まれるため、給食提供に係る質
の確保及び保護者負担の軽減を目的として、食材料費高騰相当
分を支援する。

②補助及び交付金（給食材料費）

③食材料費の物価高騰相当分　59,895千円
【積算内訳（物価上昇率35％により算出）】
　基準額（月額：4,500円）⇒ 35％増額分：1,575円（Ａ）
　年間延べ喫食者数 ⇒38,028人 （Ｂ）
　高騰分 ⇒（Ａ）×（Ｂ）≒59,895千円

④保護者等

R8.4 R9.3

2
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰支援事業費（公立認定こど
も園分）

①エネルギーや生鮮食品などの物価高騰の影響により、公立認定
こども園の給食材料費の高騰が見込まれるため、給食提供に係る
質の確保及び保護者負担の軽減を目的として、食材料費高騰相
当分を支援する。

②消耗品費（給食材料費）

③食材料費の物価高騰相当分　21,670千円
【積算内訳（物価上昇率35％により算出）】
　基準額（月額：4,500円）⇒35％増額分：1,575円（Ａ）
　年間延べ喫食者数 ⇒13,759人 （Ｂ）
　高騰分 ⇒（Ａ）×（Ｂ）≒21,670千円
　※財源のその他は一般財源等13,665千円）

④保護者（職員は除く）

R8.4 R9.3

3
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰支援事業費（小学校分）

①エネルギーや生鮮食品などの物価高騰の影響により、小学校の
給食材料費の高騰が見込まれるため、給食提供に係る質の確保
及び保護者負担の軽減を目的として、国の小学校給食費負担軽
減補助金を除く食材料費高騰相当分を支援する。

②委託料（給食材料費）

③食材料費の物価高騰相当分　42,579千円
【積算内訳（物価上昇率35％により算出）】
　物価高騰前学校給食費（256円/1回）
　35％増額後の学校給食費（345円/1回）（Ａ）
  喫食者数 ⇒6,427人 (Ｂ)
  提供回数 ⇒ 185回（R8.4月～R9.3月）(Ｃ)
　高騰後分 ⇒ (Ａ)×(Ｂ)×(Ｃ)＝410,203,275円（Ｄ）
　うち、国の小学校給食費負担軽減補助金分　 367,624,400円（Ｅ）
　高騰分対象経費⇒（Ｄ）-（Ｅ）≒42,579千円
　
　
④保護者（教職員等は除く）

R8.4 R9.3

4
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰支援事業費（中学校分）

①エネルギーや生鮮食品などの物価高騰の影響により、中学校の
給食材料費の高騰が見込まれるため、給食提供に係る質の確保
及び保護者負担の軽減を目的として、食材料費高騰相当分を支援
する。

②消耗品費（給食材料費）

③食材料費の物価高騰相当分82,461千円
【積算内訳（物価上昇率35％により算出）】
　物価高騰前学校給食費（330円/1食）
　⇒ 35％増額分：115円 (Ａ)
  喫食者数 ⇒4,211人 (Ｂ)
  提供回数 ⇒ 170回（R8.4月～R9.3月）(Ｃ)
　市民向け試食会高騰分 ⇒ 1,175回×115円 ＝135,125円（D）
　高騰分 ⇒ (Ａ)×(Ｂ)×(Ｃ)＋（D)≒82,461千円
　※財源のその他は一般財源等（31,201千円）

④保護者（教職員等は除く）

R8.4 R9.3
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5
④消費下支え等を通
じた生活者支援

水道事業会計補助金（物価高騰対
応）

①物価高騰の影響を受けている市民及び事業者の負担軽減を図
るため、水道の基本料金を無料とするとともに、食料品の物価高騰
の影響を受けやすい市民及び原材料の高騰等の厳しい経営環境
にある中小企業を特に手厚く支援するため、口径に応じて超過料
金を減額する。

②補助及び交付金

③水道事業会計補助金　605,000千円
【積算内訳】
　・水道料金の減額
　　605,000千円
　　13mm　383,843千円、　　20mm　112,508千円
　　25mm　  13,981千円、　　40mm　　41,617千円
　　50mm　　20,054千円、　　75mm　　17,745千円
　 100mm　　12,668千円、 　150mm　　　1,408千円
 　200mm　　  1,176千円

※財源その他は一般財源等（12,500千円）

④市民、事業者等（公共施設は交付金対象から除く）

R8.4 R8.8

6
④消費下支え等を通
じた生活者支援

水道事業会計補助金（物価高騰対
応）追加分

①物価高騰の影響を受けている市民及び事業者の負担軽減を図
るため、水道の基本料金を無料とするとともに、食料品の物価高騰
の影響を受けやすい市民及び原材料の高騰等の厳しい経営環境
にある中小企業を特に手厚く支援するため、口径に応じて超過料
金を減額する。

②補助及び交付金

③水道事業会計補助金　240,000千円
【積算内訳】
　・水道料金の減額
　　240,000千円
　　13mm　152,433千円、　　20mm　45,052千円
　　25mm　 　5,794千円、　　40mm　16,216千円
　　50mm　 　7,634千円、　　75mm　　7,198千円
　 100mm　 　4,926千円、 　150mm　　 549千円
 　200mm　　   198千円

※財源その他は一般財源等（16,800千円）

④市民、事業者等（公共施設は交付金対象から除く）

R8.9 R8.10

7
⑤省エネ家電等への
買い換え促進による
生活者支援

地域脱炭素推進事業費（省エネ家電
製品買換え促進）

①エネルギー価格の高騰に加え、省エネルギー施策に対する市民
の関心は高まっていることから、一般世帯の二酸化炭素排出削減
や電気使用料の負担軽減を図るため、省エネ家電への買い換えを
支援する。

②報酬、旅費、消耗品費、印刷製本費、役務費、補助及び交付金

③事業費　41,252千円
　【支援分】
省エネ家電製品買換え促進事業補助金　40,000千円
　　【積算内訳：50千円（上限額）×700件＋5,000千円（加算分）】
　【事務費】
　 会計年度任用職員報酬　730千円
 　会計年度任用職員旅費　37千円
　消耗品費　50千円
   ポスター、チラシの印刷製本費　300千円
　決定通知書等郵送料　135千円
　
※財源その他は一般財源等（6,188千円）
　
④市民

R8.7 R9.3

8
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

電子地域通貨事業費（ポイントバック
キャンペーン等）

①物価高の影響を受けている食料品の購入支援や地域経済の下
支えを図るため、電子地域通貨を活用してポイントバックキャン
ペーン等を実施する。

②消耗品費、役務費、委託料

③事業費　216,440千円
　【キャンペーン原資分】
　  ・チャージ時即時付与　58,000千円（10％、3％又は1％分）
　  ・新規店舗紹介時付与　2,000千円（200店舗×10千円）
　  ・新規利用者紹介時付与　10,000千円（1万ユーザー×1千円）
　  ・新規利用登録時付与　2,500千円（5千ユーザー×0.5千円）
　　・コイン利用時付与　120,000千円（20％（上限10千円）・10％（上
限5千円））
　  ・銀行口座チャージ付与　2,000千円（400人×5千円）
　【事務費分】
　 ・チラシ等　21,940千円
※財源その他は一般財源等（21,940千円）

④事業者、市民等

R8.6 R9.3
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9
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

施設園芸等燃油価格高騰対策事業
費

①燃油価格高騰の影響を受けている施設園芸農業者の経済的な
負担を軽減するため、燃油経費の高騰相当分等を支援するととも
に、「施設園芸セーフティネット構築事業」の加入要件である、省エ
ネ計画達成（15％削減）に必要となる省エネ資材導入経費の一部
を支援する。

②補助及び交付金

③施設園芸農業者（18人）
　燃油価格高騰相当分の支援：2,000千円（8,000千円×1/4）

④施設園芸農業者

R8.4 R9.3

10
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

畜産業物価高騰対策事業費

①輸入飼料価格高騰の影響を受けている畜産農家の経済的な負
担を軽減するため、飼料費の高騰相当分を支援する。

②補助及び交付金

③畜産農家（10人）
　飼料価格高騰相当分の支援：13,000千円
【積算内訳】
　乳用牛　28,900円×420頭≒12,138千円
　肉用牛　 6,200円×140頭≒　　862千円
　※事業者毎に千円未満切捨て
　
④畜産農家

R8.4 R9.3

11

⑪推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

指定管理者電気料金等高騰対策支
援補助金

①電気料金等の高騰の影響を受けている指定管理者の経費負担
を軽減するとともに、市民サービスの安定的な提供につなげるた
め、指定管理者に対し、光熱費（電気料金、ガス料金）の高騰相当
分を支援する。

②補助及び交付金

③電気料金等高騰対策補助金　9,347千円
【積算内訳】
・NITTANパークおおね（おおね公園）　1,421千円
・メタックス体育館はだの（総合体育館）　5,881千円
・カルチャーパーク　2,045千円
　
④指定管理者

R8.4 R9.3

12

⑪推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

公共施設光熱費高騰対策事業費

①電気料金の高騰に伴い、公共施設の維持管理費が増加する中
において、施設利用料への価格転嫁により、利用者（市民等）の負
担が増加することを防止するため、電気料金の高騰相当分に地方
創生臨時交付金を活用し、市民サービスを安定的に提供する。
②需用費（光熱水費）
③光熱費（高騰相当分）　65,932千円
【積算内訳】
・電気料金（高騰相当分）　52,721千円
　小学校　22,902千円（（32.5円/kWh-18.8円/kWh）×
1,671,698kWh）
　中学校　12,778千円（（32.3円/kWh-18.7円/kWh）×939,565kWh）
　公民館　11,150千円（32.9円/kWh-20.2円/kWh）×877,984kWh）
　保健福祉センター　5,891千円（29.0円/kWh-17.1円/kWh）×
494,996kWh）
・ガス（高騰相当分）　13,211千円
　小学校　8,103千円（（340円/1㎥-208円/1㎥）×61,386㎥）
　中学校　5,108千円（（373円/1㎥-229円/1㎥）×35,476㎥）
※令和８年度と令和2年度（料金高騰前）の単価（簡易的に算出し
たもの）の差額に令和８年度光熱費使用量を乗じることにより算出
※財源その他は一般財源等（63,288千円）
④小中学校（22校）、公民館（11館）及び保健福祉センター

R8.4 R9.3


